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1.  平成22年1月期第2四半期の連結業績（平成21年2月1日～平成21年7月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年1月期第2四半期 47,347 ― 309 ― △94 ― △130 ―

21年1月期第2四半期 47,056 △5.3 186 △84.7 △532 ― △5,181 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年1月期第2四半期 △4.86 ―

21年1月期第2四半期 △192.44 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年1月期第2四半期 54,983 23,714 43.1 880.81
21年1月期 71,483 23,768 33.2 882.81

（参考） 自己資本   22年1月期第2四半期  23,714百万円 21年1月期  23,768百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年1月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年1月期 ― 0.00

22年1月期 
（予想）

― 8.00 8.00

3.  平成22年1月期の連結業績予想（平成21年2月1日～平成22年1月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 78,500 △21.0 2,851 ― 1,255 ― 1,149 ― 42.68
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。
実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  
 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年1月期第2四半期 26,937,356株 21年1月期  26,937,356株

② 期末自己株式数 22年1月期第2四半期  13,795株 21年1月期  13,739株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年1月期第2四半期 26,923,565株 21年1月期第2四半期 26,923,841株
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定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融市場の混乱による厳しい経済環境が続いていた中

で、欧米各国等における経済対策、金融安定化策等の景気対策により、生産や輸出の持ち直し、株式市況の底打ち感

などの面から、持ち直しの兆しが伺えつつあります。しかしながら、雇用情勢の悪化や消費マインドの冷え込み等を

はじめとした景気の先行き不安は払拭されておらず、また、世界景気の下振れ懸念等、景気を下押しするリスクが依

然存在しているため、予断を許さない状況となっております。 

 当社グループが主体とする不動産・住宅市場においても、世界的な金融市場の混乱により、景気不透明感に伴う購

買意欲の低迷や物件価格の下落等の状況が依然として続いており、このような状況の下、当社は前中間連結会計期間

末におきまして、当社の業績の悪化に伴い借入金の一部が財務制限条項に抵触したこと、前連結会計年度末には、滞

留在庫の増加による値引販売及び評価減の計上等により、重要な営業損失、経常損失、当期純損失を計上したこと、

数ヶ月毎に借換の手続きを行う必要のある借入金につきまして返済を要請される可能性及び新規調達の困難性の懸念

から、第１四半期連結会計期間末まで継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況について注記しておりま

した。 

 このような状況から当社グループは前連結会計年度より、エリア戦略、販売政策、価格政策、仕入政策を柱とする

「経営改善策」に取り組んでおり、当社グループの主力事業である戸建住宅分譲事業において、小規模区画で低価格

帯の物件の早期着工、早期販売という従来の事業モデルへの回帰を促進するとともに、中長期在庫の適正な評価減と

早期売却を実施したことにより、在庫回転期間が短縮し、在庫に占める新規物件の割合が増加しております。また

「経営合理化策」として、生産拠点の見直し、生産本部の組織変更によるプロジェクトの一元管理体制の強化及び業

務効率の向上による工期短縮や、希望退職制度の実施により人員体制の適正化と人件費の削減をしております。更

に、第１四半期連結会計期間の着工物件より、仕様及び性能を維持しながら、購買手段の見直し、施工手順及び発注

区分の変更、工程管理の強化等を中心に、建築コストの低減を図っております。 

 当第２四半期連結累計期間におきまして上記の政策の進捗により、在庫に占める新規物件の割合が増加したこと、

人件費及び建築コスト削減の効果が表れたことから、収益性が改善し、営業損益は営業利益へと転じております。更

に通期におきましても、引き続き経営改善策及び経営合理化策の効果により業績回復基調が継続すると見込まれるこ

とから、経常利益、当期純利益ともに黒字化を見込んでおります。また資金面におきましても、上述の業績回復によ

り資金繰りが安定したこと、主要な金融機関より今後も従来どおり継続して支援するとの同意をいただいていること

から、今後の資金繰りについての懸念は解消しているものと判断しております。 

 上記により当第２四半期連結会計期間末において、継続企業の前提に疑義を生じさせるような事象又は状況は全て

解消しているものと判断しております。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は215億21百万円、営業利益は６億38百万円、経常利益

は４億50百万円となり、四半期純利益は４億21百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①不動産分譲事業 

戸建住宅及び中古再生住宅（リモデル）に係る不動産販売高は169億71百万円となりました。また土地分譲及び

建築条件付売地に係る不動産販売高は16億60百万円となりました。 

中高層住宅（マンション）では、ブルーミングヒルズ多摩センター・ファーストレジデンス、ブルーミングレジ

デンス千葉ニュータウン中央の販売を行い、75戸の引渡しをした結果、中高層住宅（マンション）に係る不動産販

売高は22億18百万円となりました。 

その結果、不動産分譲事業全体の売上高は208億49百万円となりました。  

②建築請負事業 

建築請負事業におきましては、請負工事収入５億19百万円となりました。 

③不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業におきましては、賃貸収入１億１百万円となりました。 

④その他事業 

その他事業におきましては、不動産分譲事業等の周辺業務49百万円となりました。 
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①四半期財務諸表に関する会計基準の適用 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

②棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を第１四

半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）に変更しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上総利益及び営業利益が315百

万円減少、経常利益が315百万円減少し経常損失を計上、税金等調整前四半期純損失が13百万円増加しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

  

２．連結財政状態に関する定性的情報

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は549億83百万円となり、前連結会計年度末比で165億円の減少となりま

した。これは主に、現金及び預金が77億33百万円増加したのに対し、販売活動等により販売用不動産が252億24百

万円減少したことによるものであります。  

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は312億69百万円となり、前連結会計年度末比で164億46百万円の減少と

なりました。これは、主に不動産分譲事業における事業用地仕入資金及び建設資金として借り入れた借入金が138

億39百万円減少したこと等によるものであります。 

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は237億14百万円となり、前連結会計年度末比で53百万円の減少とな

りました。これは主に、その他有価証券評価差額金76百万円の増加及び四半期純損失１億30百万円によるものであ

ります。 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は営業活動による資金の増加、

財務活動による資金の減少等により、前連結会計年度末に比べて77億33百万円増加し108億22百万円となりまし

た。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失１億16百万円、たな卸資産の減少額240億

97百万円等により214億３百万円の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入１億89百万円等により１億71百万円の

増加となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純減少額123億27百万円、長期借入金の返済による支出

15億11百万円等により138億40百万円の減少となりました。  

  

３．連結業績予想に関する定性的情報

 平成22年１月期の連結業績予想につきましては、平成21年８月21日公表の「平成22年１月期業績予想の修正に関す

るお知らせ」をご覧下さい。 

  

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

 該当事項はありません。  

 なお、当第２四半期連結会計期間において、清算手続中でありましたブルーミング・ガーデン住宅販売株式会

社は、平成21年８月31日開催の同社臨時株主総会において清算を結了いたしました。 

  

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。 

  

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,822 3,088 

販売用不動産 5,442 30,666 

仕掛販売用不動産 20,510 19,733 

未成工事支出金 2,215 1,861 

原材料及び貯蔵品 34 39 

その他 470 436 

流動資産合計 39,496 55,826 

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,339 5,417 

土地 10,105 10,228 

その他 516 485 

減価償却累計額 △1,535 △1,450 

有形固定資産合計 14,427 14,680 

無形固定資産 307 141 

投資その他の資産   

投資有価証券 344 230 

その他 433 630 

貸倒引当金 △24 △24 

投資その他の資産合計 753 835 

固定資産合計 15,487 15,657 

資産合計 54,983 71,483 
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 4,198 6,432 

短期借入金 19,878 32,206 

1年内返済予定の長期借入金 1,868 3,166 

未払法人税等 34 43 

賞与引当金 11 20 

その他 1,642 1,794 

流動負債合計 27,633 43,663 

固定負債   

長期借入金 2,224 2,438 

退職給付引当金 698 615 

役員退職慰労引当金 94 427 

保証工事引当金 478 487 

その他 138 82 

固定負債合計 3,635 4,052 

負債合計 31,269 47,715 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,809 7,809 

資本剰余金 8,101 8,101 

利益剰余金 7,767 7,898 

自己株式 △40 △40 

株主資本合計 23,637 23,767 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 77 0 

評価・換算差額等合計 77 0 

純資産合計 23,714 23,768 

負債純資産合計 54,983 71,483 
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年７月31日) 

売上高 47,347 

売上原価 43,242 

売上総利益 4,105 

販売費及び一般管理費 3,795 

営業利益 309 

営業外収益  

受取利息及び配当金 0 

受取保険金 4 

保険返戻金 29 

消費税差額 9 

その他 12 

営業外収益合計 56 

営業外費用  

支払利息 407 

その他 52 

営業外費用合計 460 

経常損失（△） △94 

特別損失  

固定資産売却損 3 

減損損失 0 

投資有価証券評価損 15 

会員権評価損 1 

特別損失合計 21 

税金等調整前四半期純損失（△） △116 

法人税、住民税及び事業税 15 

法人税等調整額 △1 

法人税等合計 14 

四半期純損失（△） △130 
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（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年７月31日) 

売上高 21,521 

売上原価 19,094 

売上総利益 2,426 

販売費及び一般管理費 1,787 

営業利益 638 

営業外収益  

受取利息及び配当金 0 

受取保険金 0 

保険返戻金 25 

その他 5 

営業外収益合計 32 

営業外費用  

支払利息 186 

その他 34 

営業外費用合計 221 

経常利益 450 

特別損失  

固定資産売却損 3 

投資有価証券評価損 15 

特別損失合計 19 

税金等調整前四半期純利益 430 

法人税、住民税及び事業税 4 

法人税等調整額 4 

法人税等合計 9 

四半期純利益 421 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 

 至 平成21年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △116 

減価償却費 150 

引当金の増減額（△は減少） △267 

受取利息及び受取配当金 △0 

支払利息 407 

たな卸資産の増減額（△は増加） 24,097 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,234 

その他 △183 

小計 21,853 

利息及び配当金の受取額 1 

利息の支払額 △420 

法人税等の支払額 △31 

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,403 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の売却による収入 189 

その他 △18 

投資活動によるキャッシュ・フロー 171 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △12,327 

長期借入金の返済による支出 △1,511 

その他 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,840 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,733 

現金及び現金同等物の期首残高 3,088 

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,822 
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 該当事項はありません。 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

 該当事項はありません。 

  

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日） 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年７月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

不動産分譲事業：戸建住宅、宅地、中高層住宅、中古再生住宅の販売 

建築請負事業 ：注文住宅等の建築、建築請負工事  

不動産賃貸事業：不動産の賃貸 

その他事業  ：不動産売買の仲介、その他不動産分譲事業の周辺業務 

３．会計方針の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）      

 定性的情報・財務諸表４．その他に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準につ

いては、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の不動産分譲事業におけ

る営業利益が315百万円減少しております。 

４．従来、建築請負事業は「その他事業」に含めておりましたが、当該事業区分の重要性が増したため、第１

四半期連結会計期間より「建築請負事業」として区分掲記しております。  

  

  
不動産分譲 

事業 
（百万円） 

建築請負 
事業 

（百万円） 

不動産賃貸 
事業 

（百万円） 

その他 
事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  20,849  519  101  49  21,521  －  21,521

営業利益又は営業損失（△）  570  58  △18  47  657  △18  638

  
不動産分譲 

事業 
（百万円） 

建築請負 
事業 

（百万円） 

不動産賃貸 
事業 

（百万円） 

その他 
事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  46,087  948  206  105  47,347  －  47,347

営業利益又は営業損失（△）  423  7  △18  101  513  △203  309

〔所在地別セグメント情報〕

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年２月１日 至 平成21年７月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セグメ

ント情報を記載しておりません。 

  

〔海外売上高〕

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年２月１日 至 平成21年７月31日） 

  海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。 

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表 

（１）中間連結損益計算書 

  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

区分 金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        47,056  100.0

Ⅱ 売上原価        42,434  90.2

売上総利益        4,621  9.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費        4,434  9.4

営業利益        186  0.4

Ⅳ 営業外収益                  

１．受取利息  2            

２．受取配当金   10            

３．受取保険金   20            

４．受取家賃   2            

５．保険返戻金   13            

６．還付消費税等   11            

７．その他  3  63  0.1

Ⅴ 営業外費用                  

１．支払利息  558            

２．融資手数料  151            

３．その他  72  782  1.6

経常損失（△）        △532  △1.1

Ⅵ 特別利益                  

１．固定資産売却益  53            

２．投資有価証券売却益  37            

３．その他  3  94  0.2

Ⅶ 特別損失                  

１．販売用不動産評価損  3,219            

２．固定資産売却損  70            

３．減損損失   291            

４．過年度保証工事引当金繰
入額  541  4,122  8.8

税金等調整前中間純損失
（△）        △4,560  △9.7

法人税、住民税及び事業
税  50            

法人税等調整額  569  620  1.3

中間純損失（△）        △5,181  △11.0
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（２）中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間 

（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

区分 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△）  △4,560

減価償却費  166

減損損失   291

引当金の増加額   536

受取利息及び受取配当金   △12

支払利息   558

投資有価証券売却益   △37

売上債権の増加（△）額   △17

たな卸資産の減少額   15,967

その他の流動資産の減少額   1,944

仕入債務の増加額  132

その他の流動負債の増加額   437

その他の固定負債の増加額   7

その他   127

小計  15,540

利息及び配当金の受取額   10

利息の支払額   △564

法人税等の支払額   △185

営業活動によるキャッシュ・フロー  14,801

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △91

有形固定資産の売却による収入   943

無形固定資産の取得による支出   △25

投資有価証券の売却による収入   337

その他   0

投資活動によるキャッシュ・フロー  1,165

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純減少（△）額   △15,053

長期借入金の借入による収入   1,200

長期借入金の返済による支出   △5,740

自己株式の取得による支出   △0

自己株式の売却による収入   0

配当金の支払額   △538

財務活動によるキャッシュ・フロー  △20,132

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少（△）額  △4,166

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  6,822

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高  2,656
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